
【周作委 26-参-3】 

■ＩＴＵ部会における委員会の設置及び運営について 
（平成 23年２月 15 日情報通信審議会情報通信技術分科会ＩＴＵ部会決定第１号）  
 

（最終改正）  
平成 31 年１月 31 日情報通信審議会情報通信技術分科会ＩＴＵ部会決定第５号  

 
本部会は、「国際電気通信連合無線通信総会への対処について」(平成６年１月 24日電気

通信技術審議会諮問第１号)及び「国際電気通信連合電気通信標準化部門の活動への対処に
ついて」（平成５年４月 26 日電気通信技術審議会諮問第２号）に関する専門的な事項を調
査するため、ＩＴＵ部会の所掌（平成 23 年２月 15 日情報通信審議会情報通信技術分科会
決定第 43 号）第４項第１号に基づき、委員会を設置し並びに同項第２号の規定に基づき、
委員会の議事の手続及びその他その運営に関し必要な事項を次のとおり定める。  
 
１ 委員会の設置  

本部会に別表に示す委員会を設置する。  
 
２ 調査事項  

各委員会は、その所掌において、次の事項を調査する。  
(1) 国際電気通信連合（ＩＴＵ）無線通信部門（ＩＴＵ－Ｒ）に関わる以下の事項  

１ ＩＴＵ無線通信総会（ＲＡ）に提出される寄書、勧告案に対する評価及びＩＴＵ
無線通信部門（ＩＴＵ－Ｒ）の研究課題の望ましい作業計画に関すること  

２ その所掌する会合（これに準ずる会合を含む。）に提出される寄書、勧告案及び
研究課題案に対する評価、対処方針等に関すること  

(2) ＩＴＵ電気通信標準化部門（ＩＴＵ－Ｔ）に関わる以下の事項  
１・２ （略）  
 

３ 委員会の構成及び運営  
(1) 委員会に属するべき委員、臨時委員及び専門委員は、部会長が指名する。  
(2) 委員会の主査は、当該委員会に属する委員、臨時委員及び専門委員のうちから部会

長が指名する。  
(3) 委員会に主査代理を置くことができ、主査が指名する委員、臨時委員又は専門委員

がこれに当たる。主査代理は、主査不在の時、その職務を代行する。  
(4) 主査は、委員会の調査審議にあたり必要と認めるときは、委員会の会議に必要と認

める者の出席を求め、説明又は意見を聴取することができる。  
(5) 主査は、委員会が調査する事項について特に専門的な調査を行う必要があると認め



るときは、事務局に、関係者からの情報収集と、当該関係者との意見交換を行わせる
ことができる。  

(6) 主査は、委員会での検討にあたり、事務局に対し、情報通信技術委員会（ＴＴＣ）、
電波産業会（ＡＲＩＢ）等の国内の標準化に関する民間団体から、情報収集を行うと
ともに、当該団体と意見交換を行わせることができる。  

(7) 主査は、必要があると認めるときは、電子メールによる審議を行うことを通知し、
会議を行うことができる。この場合、主査が召集する次の会議において報告しなけれ
ばならない。  

(8) 委員会の議事については、次の部会に報告するものとする。  
(9)  事務局の運営、その他委員会の運営に関し必要な事項は主査が定める。  
 

別表 委員会の名称、所掌及び事務局 
名 称 所 掌 事務局 

周波数管理・作業計画委員会  ＩＴＵ－Ｒ第１研究委員会
（ＳＧ１）及び無線通信アド
バイザリグループ（ＲＡＧ）  

総合通信基盤局 電波部 
電波政策課  
国際周波数政策室  

電波伝搬委員会  ＩＴＵ－Ｒ第３研究委員会
（ＳＧ３）  

総合通信基盤局 電波部 
基幹・衛星移動通信課  
基幹通信室  

衛星・科学業務委員会  ＩＴＵ－Ｒ第４研究委員会
（ＳＧ４）及び第７研究委員
会（ＳＧ７）  

総合通信基盤局 電波部 
基幹・衛星移動通信課  

地上業務委員会  ＩＴＵ－Ｒ第５研究委員会
（ＳＧ５）  

総合通信基盤局 電波部 
移動通信課  

放送業務委員会  ＩＴＵ－Ｒ第６研究委員会
（ＳＧ６）  

情報流通行政局  
放送技術課  

電気通信システム委員会  ＩＴＵ－Ｔ全ての研究委員
会、 電気通信標準化アドバ
イザリグループ（ＴＳＡＧ）  

国際戦略局  
通信規格課 ※  

※ 総合通信基盤局電気通信技術システム課、情報流通行政局情報流通振興課、同局衛星・
地域放送課及びサイバーセキュリティ統括官の協力の下、国際戦略局通信規格課が事務局
を運営する。 


